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法定管轄裁判所に訴えが提起され、専属的合意管轄裁判所への移送申立てがされた事案
において、民訴法 16条 2項、17 条及び 20条 1項により法定管轄裁判所において審理
することが許されるとされた事例（名古屋高裁平成 28年 8月 2日決定）
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事実の概要

　Ｘ（原告・相手方）がＹ（被告・再抗告人）と締
結したＹの保有する英語教育プログラムの日本に
おける普及方法の開発、営業活動業務等を分担し
て行い、契約先からの委託金額配当分の 50％ず
つを成功報酬として受け取るという内容の業務提
携契約（以下「本契約」という。）に基づく成功報
酬をＹが支払わないとして、契約上の義務履行地
であるＸの本店所在地を管轄する安城簡易裁判所
に訴えを提起したところ、Ｙが本契約書にはＹの
住所地を管轄する裁判所を第一審の専属的合意管
轄裁判所とする旨の定めがあるとして、民事訴訟
法 16 条 1 項に基づき、広島簡易裁判所への移送
を申し立てた事件である。
　原々審は、Ｙの移送申立てを却下し、原審も当
事者間で専属的合意管轄が成立している場合で
あっても、受訴裁判所が法定管轄を有し、かつ、
当事者及び尋問を受けるべき証人その他の事情を
考慮して、訴訟の著しい遅滞を避けるために、当
該受訴裁判所で審理する必要があると認められる
ときは、民事訴訟法 16 条 2 項、17 条及び 20 条
1項の趣旨を類推して、当該受訴裁判所において
審理することが許されるとした上で、本件では、
受訴裁判所において審理することが訴訟の著しい
遅滞を避けるために必要と認められると判示して
Ｙの即時抗告を棄却した。これに対してＹは、契
約当事者間の管轄合意には一定の重みが認められ
るべきであること、専属的合意に反して法定管轄
裁判所で審理することが許されるためには、法定
管轄裁判所で審理する「特段の事情」が認められ

る必要があり、単なる必要性で足りるとした原決
定には民事訴訟法 17 条の法令解釈を誤った違法
があると主張して再抗告をしたものである。

決定の要旨

　再抗告棄却（確定）。
　「Ｙは、契約当事者が管轄裁判所について合意
をしているときは、当該管轄合意に一定の重みが
認められるべきであるから、受訴裁判所で審理を
することが許されるためには、訴訟の著しい遅滞
を避けるために必要と認められる場合というだけ
では足りず、当該受訴裁判所で審理する『特段の
必要性』が認められる必要があり、単なる必要性
で足りるとした原決定には、法 17 条の法令解釈
を誤った違法があると主張する。」
　「しかしながら、法 17 条は、当事者が専属的
管轄合意をしている場合にも適用されるのである
から（法 20 条 1 項）、専属的管轄合意があって
も、訴訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡
平を図るため必要があると認められるときは、当
事者の合意により当該訴訟につき専属管轄を有す
る裁判所（以下『専属的合意管轄裁判所』という。）
に提起された訴訟を、専属的管轄合意がなければ
当該訴訟につき管轄を有すべき他の裁判所（以下
『法定管轄裁判所』という。）に移送することが許
される。この趣旨に照らせば、これとは逆の場合、
すなわち、法定管轄裁判所に訴えが提起され、専
属的合意管轄裁判所への移送申立てがされた場合
の判断基準も同様に考えるのが合理的であって、
逆の場合についてのみ、『特段の必要性』との要
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件を付加すべき根拠は見いだし難い。」
　「この点、再抗告人は、専属的管轄合意に一定
の重みが認められるべきであると主張するが、そ
れは法17条の適用場面にも妥当するのであって、
法が、専属的管轄合意がある場合には法定管轄
裁判所で審理する特別の必要性を要求するとの立
法政策をとっていない以上、上記主張は採り得な
い。したがって、専属的管轄合意があることが、
法 17 条にいう『その他の事情』として考慮され
ることはあるとしても、それも考慮した上で、『訴
訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡平を図
るため必要がある』と認められた場合には、専属
的合意管轄裁判所に移送せずに、法定管轄裁判所
において審理することが許されると解するのが相
当である。」

判例の解説

　一　本決定の意義
　本決定は、当事者があらかじめ専属的管轄裁判
所の合意をしていたにもかかわらず、かかる合意
に反し、専属的合意管轄裁判所ではなく法定管轄
裁判所に訴訟を提起した訴えを専属的合意管轄裁
判所に移送することができるかという問題につい
て、民訴法 17 条及び 20 条 1 項により、訴訟の
著しい遅滞を避け、又は当事者の衡平を図るため
必要があると認められるか否かにより移送の可否
を判断するという、専属的合意管轄裁判所に提起
された訴えを法定管轄裁判所に移送することがで
きるかという問題と同様の判断基準によるべきで
あり、本件に特段の事情の要件を付加すべき根拠
は見いだし難いとして、再抗告人の移送申立てを
棄却したものである。
　民訴法 11 条は、当事者による管轄の合意の要
件を定めているが、平成8年の民訴法改正以前は、
当事者が特定の裁判所を専属的に合意した場合の
効果が法令で定められている専属管轄と全く同じ
であるのかという問題が議論されていた１）。そこ
で平成 8年の民訴法改正時に、民訴法 16 条 2 項
の但書きにおいて「当事者が第 11 条の規定によ
り合意で定めたものを除く」と定め、合意による
簡易裁判所の専属管轄の場合には、地裁に訴えが
提起された場合でも地裁が自庁処理できるように
し、さらに民訴法 20 条で合意による専属管轄で
あれば 17 条から 19 条までが適用されると規定

することで、その効果を明確にするとともにかか
る問題について立法的な解決を図った。すなわち、
専属的合意管轄を認める一方、かかる専属的合意
管轄には法律で定めた専属管轄ほどの強い効力
を認めないということを民訴法 16 条 2項及び 20
条で規定している２）。
　本件で問題となったように、訴訟当事者が専属
的合意管轄裁判所を定めていたにもかかわらず移
送の問題が争われる場合としては、次の 2つが想
定される。すなわち、①専属的合意管轄裁判所に
訴えが提起され、法定管轄裁判所への移送の申立
てがなされた場合と、②専属的合意管轄に反して
法定管轄裁判所に訴えが提起され、専属的合意管
轄裁判所に移送の申立てがなされた場合の 2つ
であるが、本決定の事件は、②の場合に該当する。
①の場合は、民訴法 17 条の規定する要件を充た
すか否かによって移送の可否が判断されるが、②
の場合は民訴法上に明文の規定が存在しないため
に解釈上争いがある。この問題について学説は、
合意管轄裁判所での審理が訴訟に著しい遅滞をも
たらすときか、当事者間の衡平を害するおそれが
あるときには、民訴法 16 条 2 項及び 17 条の趣
旨を類推して移送をしないこともできると解して
いる。また専属的管轄の合意がある場合にも、「訴
訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡平を図
るために必要があると認めるとき」には民訴法
17 条及び 20 条により事件を他の法定管轄裁判所
に移送することが許される３）。旧民訴法 31 条（現
行法 17 条）下では、通説・裁判例は、著しい遅
滞を避ける公益上の必要のある場合には法定管轄
裁判所に移送することができると解していたが、
同条は合意を無視して適用するだけの強い根拠は
なく、当事者双方が管轄の合意を破棄する趣旨で
移送の申立てをした場合のほかは、同条を適用す
べきではないという反対説も主張されていた４）。
　実務上、約款をはじめとして、当事者が締結す
る契約書の中には専属的合意管轄裁判所に関する
条項が置かれていることが一般的である。前述し
たように、本決定は、当事者間に有効な専属的管
轄の合意が存在する場合に、かかる合意に反して
法定管轄裁判所に訴えを提起することが許される
のか、仮に許される場合にはいかなる要件の下に
法定管轄裁判所による訴訟が認められるのかとい
う問題に加え、民訴法 16 条 2 項、17 条、20 条
1項の趣旨を類推する場合はいかなる判断基準に



3vol.7（2010.10） 3

新・判例解説 Watch ◆ 民事訴訟法 No.86

3vol.21（2017.10） 3

よるべきかという理論上の問題のみならず、契約
実務上一般的に行われている専属的合意管轄の効
力を否定する場合はいかなる要件に基づいて認め
られるかという問題についての解釈例を示したも
のであり、実務上の意義も有するものである。

　二　民訴法 17条の規定する遅滞を避ける等の
　　　ための移送
　民訴法 17 条は、たとえ訴えが管轄権を有する
裁判所に提起された場合であっても、その裁判所
が①当事者及び尋問を受けるべき証人の住所、使
用すべき検証物の所在地その他の事情を考慮し
て、訴訟の著しい遅滞を避けるために必要がある
場合、又は②当事者間の衡平を図るために必要が
あると認めるときのいずれかに該当すると判断し
た場合には、訴訟の全部又は一部を移送すること
ができると規定する５）。これは平成 8年の民訴法
改正により民訴法17条の移送の要件を弾力化し、
専属的管轄合意の効力を否定して移送できる場合
を公益的理由に限定せずに当事者の利益を考慮す
ることを認めるよう立法的に解決したものであ
る６）。
　この①の要件は、証拠調べによる手続遅滞、制
度費用負担者や他の制度利用者に無用な負担をか
けることを防止するといった公益上の理由によ
り、②の要件は、平成 8年の民訴法改正で新た
に付加された要件であり、旧民訴法 31 条に規定
されていた「著キ損害」を避けるために必要があ
ることの要件を緩和・修正したものである７）。と
くに②の要件は、一般市民と企業との間の契約な
ど、当事者間の実質的対等関係が担保されていな
い場面を想定したものである。この①及び②の要
件は抽象的なものであり、当事者の事情、訴訟経
済その他の公益上の理由を総合的に比較衡量して
判断することになる８）。
　民訴法 17 条は明示的に「当事者及び尋問を受
けるべき証人の住所、使用すべき検証物の所在地」
を考慮すべき事情として挙げているが、それ以外
にも「その他の事情」として当事者の身体的な事
情、訴訟代理人の有無及びその事務所の所在地、
当事者双方の経済力、請求の種類やその内容等が
考慮される９）。

　三　移送申立てに関する裁判例
　ここで本決定の法的問題点を検討する上で、東

京高決平 22・7・27 を概観する 10）。同事件の事
案は、抗告人Ｙと相手方Ｘが店頭金融デリバティ
ブ取引を行っていたところ、Ｘが、同取引は公序
良俗違反、適合性原則、説明義務及び指導助言義
務違反であり違法であると主張して、不法行為に
基づく損害賠償金 2億 7,000 万円余及びその遅延
損害金の支払いを求めて長野地方裁判所上田支部
に訴訟を提起した。これに対しＹは、本件契約中
には東京地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とす
る定めがあると主張して、民事訴訟法 16 条 1 項
に基づき管轄違いを理由として東京地方裁判所へ
の移送を申し立てたところ却下されたため、Ｙが
抗告した事件である。
　東京高裁は、民訴法 11 条の規定する合意管轄
の成立を肯定し、東京地裁の専属管轄に属するこ
とを判示した上で、「民訴法 17 条、20 条 1 項の
規定によれば、当事者の合意により当該訴訟につ
き専属管轄を有する裁判所（以下『専属合意管轄
裁判所』という。）に訴えが提起された場合であっ
ても、当該裁判所は、訴訟の著しい遅滞を避け又
は当事者の衡平を図るため必要があると認めると
きは、当該訴訟を専属的管轄合意がなければ当該
訴訟につき管轄を有すべき他の裁判所（以下『法
定管轄裁判所』という。）に移送することができ
ると解される。この規定の趣旨に照らせば、当事
者が、専属的な管轄合意に反して法定管轄裁判所
に訴えを提起した場合であっても、訴訟の著しい
遅滞を避け又は当事者間の衡平を図るために、専
属合意管轄裁判所に移送することなく当該法定管
轄裁判所で審理する特段の必要があると認められ
るときは、専属的管轄の合意にもかかわらず、当
該法定管轄裁判所が管轄を有するものと解するの
が相当である」とし、特段の必要の有無について
検討を行った上で、東京地方裁判所の専属管轄に
属すると判示した。
　また、近時の東京高裁の事件としては、東京高
決平 25・2・811）がある。この事件は合意管轄裁
判所に提起された訴えが法定管轄裁判所への移送
申立てがなされた事案である。

　四　本決定の検討
　以上を踏まえて、本決定について若干の検討を
行う。本決定及び平成 22 年東京高裁決定におけ
る裁判所の結論は、専属的合意管轄に反して他の
法定管轄裁判所に訴えが提起され、専属的合意管
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轄裁判所への移送申立てがなされた場合の移送の
可否は、民訴法 17 条の趣旨を斟酌して、訴訟の
著しい遅滞を避けるため、又は当事者間の衡平を
図るために必要があると認められる特段の事情の
有無により決せられるということであった。この
問題は、専属的合意管轄裁判所に訴えが提起され、
法定管轄裁判所に移送が申し立てられた問題と表
裏一体の関係であるといわれている 12）。
　本決定において名古屋高裁は、民訴法 17 条は、
専属的合意管轄がある場合であっても適用される
のであって、民訴法 17 条の適用に際しては、訴
訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡平を図
るため必要があると認められるときという要件を
満たしていれば足り、専属的合意管轄の存在はあ
くまで「その他の事情」の 1つに過ぎないと解
釈して移送申立てを棄却した。
　本決定は、専属的管轄合意が存在することをそ
の他の事情の 1つとして考慮すること自体を否
定してはいないが、専属的管轄合意を考慮しても
なお訴訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡
平を図るために必要がある場合には、法定管轄裁
判所における審理が許容されると説示し、かかる
解釈は専属的合意管轄裁判所から法定管轄裁判所
へ移送申立てがなされた場合とその反対の場合と
で異ならないとする 13）。
　本決定が提起した問題は、当事者の専属的合意
管轄を尊重しつつも、それを覆すだけの著しい訴
訟の遅滞、又は当事者間の衡平を害するような考
慮すべき事情があるか否かにより移送の可否を決
するという17条の解釈をめぐる争いである。本決
定の立場は、専属的管轄合意はあくまでその他の
事情の1つに過ぎないというものであり、この考
え方は民訴法改正時の基本的考え方に合致するも
のである。法定管轄裁判所に訴えが提起され、専
属的合意管轄裁判所へ移送申立てがなされた場合
の判断基準をその反対の場合と同様に考えるのが
合理的であると解した本決定の判断自体には賛成
すべきと考えるが、民訴法が許容している訴訟契
約をどのように評価するか、すなわち専属的管轄
の合意の意義をどのように評価するかは、実務に
おける専属的管轄の合意の運用状況を鑑みてもな
お慎重な検討を要するべきではないかと考える。
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